












最高裁第一小法廷判決平成 23年 7月 7日　／　刑集 65巻 5号 619頁
判例時報 2130号 144頁　／　判例タイムズ 1358号 73頁
【上 告 人】　被告人　X　　　　代理人　加藤　文也ほか
【第 １ 審】　東京地判平成 18年 5月 30日（刑集 65巻 5号 811頁）
【第 ２ 審】　東京高判平成 20年 5月 29日（判例時報 2010号 47頁 ／ 判例タイムズ 1273号 109頁）
判示事項
　卒業式の開式直前に保護者らに対して大声で呼び掛けを行い、これを制止した教頭らに対して怒
号するなどし、卒業式の円滑な遂行を妨げた行為をもって刑法 234 条の罪に問うことが、憲法 21条
1項に違反しないとされた事例
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　平成 15年 10月 23日に東京都教育委員会教育長が都立高等学校長等に対して発出した「入学式、卒業
式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の実施について」（平成 15 年教指企第 569 号）と題する通達（以下
「本件通達」）を受けた都立板橋高等学校校長 Y は、平成 16 年 3 月 11 日実施予定の同校の卒業式（以下
「本件卒業式」）において、国歌斉唱の際、生徒、教職員を始め、来賓や保護者にも起立を求めることと
し、同日午前 10時に本件卒業式が開式となる旨、及び、全員が起立して国歌を斉唱する旨等が記載され
た実施要綱を平成 16年 3月 9日に作成している。
（2）出席の承諾








心を抱き、式への出席を希望するに至り、平成 16年 3月 4日頃、校長 Yに電話を掛け、本件卒業式に来
賓として出席することの承諾を得ている。
　また、平成 16年 3月 9日頃、校長 Yは、テレビ局から卒業式等における国旗掲揚及び国歌斉唱の推進
派である都議会議員 A が本件卒業式に来賓として出席する様子を取材したいとの申し入れを受け、了承
している。他方で、校長 Yは、同校教頭 Zから、被告人 Xが国旗等の取り扱いに関する都教委の方針に
批判的な人物であるとの報告を受け、不測の事態を懸念し、東京都教育庁指導部にその旨の報告をした。
（3）ビラの配布










被告人 Xが本件ビラ配布行為に及んでいる旨の報告を受けたため、教頭 Zが、校長 Yより先に体育館に
向かった。体育館に到着した教頭 Zは、保護者席内にいた被告人 X に近づいて本件ビラ配布行為をやめ
るよう比較的小声で求めたが、被告人 X は、これに従わずに本件ビラ配布行為を終え、同席の最前列中












　その折、被告人 X の言動に憤慨した保護者の男性 B が、「馬鹿野郎、ぶっ殺すぞ」、「おれは保護者だ
よ、大事な卒業式だろ、あんた」など怒鳴り声を上げ、被告人 X に詰め寄ったため、被告人 X は、格技
棟廊下で反論や抗議を続けた。
　校長 Yが、被告人 Xに対し、校外に退出するよう求めたところ、被告人 Xはこれに応じる様子がなか
ったが、入場のために待機していた卒業生の担任教諭 Cが、校長 Y及び被告人 Xに対して卒業式の開式
を促すなどしたことを契機に、被告人 Xは校外に向かい、その様子を見た校長 Y及び教頭 Zは体育館内





に戻った。そして、卒業生が予定より遅れて入場し、本件卒業式は約 2分遅れの午前 10時 2分頃、開式
となった。









【第 １ 審】東京地判平成 18 年 5 月 30 日
＜判旨＞
　東京地裁は、被告人 X が卒業式開式直前に都教委の施策に反対する立場への賛同を呼び掛けた上、教




































会場を「喧噪状態」に陥れたとし、被告人 X の一連の妨害行為により「開式が 2 分遅れたと認められる
以上、開式の遅れを業務妨害の結果と認定した」原々審東京地裁判決に誤りはないと判示している。






















　　（ⅱ）憲法 21 条 1 項との関係に関して
　「所論は、被告人の本件行為は、憲法 21 条 1 項によって保障される表現行為であるから、これをもっ


















判例（昭和 23 年（れ）第 1308 号同 24 年 5 月 18 日大法廷判決・刑集 3 巻 6 号 839 頁、昭和 24 年（れ）
第 2591号同 25年 9月 27日大法廷判決・刑集 4巻 9号 1799頁、昭和 42年（あ）第 1626号同 45年 6月
17 日大法廷判決・刑集 24 巻 6 号 280 頁）の趣旨に徴して明らかである（最高裁昭和 59 年（あ）第 206







条（思想及び良心の自由）に違反する可能性があると考える」が（最高裁平成 22年（オ）第 951号同 23






がいわゆるパブリック・フォーラム（最高裁昭和 59 年（あ）第 206 号同年 12 月 18 日第三小法廷判決・





































































































8　 代表的な論者として、木村亀二『刑法各論』（青林書院 /1957）76頁、平野龍一『刑法概説』（東京大学出版会 /1977）185
頁、大谷『刑法講義各論〔新版第 3版〕』137頁などが挙げられる。





































10　 株式会社創立事業妨害事件大審院判決（大審院判大 10年 10月 24日刑録 27輯 643頁）。
11　 大韓民国青年団支部結成式妨害事件東京高裁判決（東京高判昭 30年 8月 30日高刑集 8巻 6号 860頁）。
12　 平野『刑法概説』186頁など参照。
13　 学園紛争改革結集集会妨害事件神戸地裁判決（神戸地判昭 49年 10月 11日刊月 6巻 10号 1031頁）。
14　 代表的論者として、伊東研祐『現代社会と刑法各論〔第 2版〕』（成文堂 /2002）97頁、山口『刑法各論〔第 2版〕』155
頁などが挙げられる。
15　 時間外労働強制抵抗事件名古屋地裁判決（名古屋地判昭 39年 2月 20日下刑集 6巻 1=2号 80頁）。
16　 古くは、無権利者耕作妨害事件東京高裁判決（東京高判昭 24年 10月 15日高刑集 2巻 2号 171頁）や、無権利者公衆浴
場営業妨害事件東京高裁判決（東京高判昭 27年 7月 3日高刑集 5巻 7号 1134頁）など、また比較的最近のものとして
は、パチンコ店「景品買い」妨害事件横浜地裁判決（横浜地裁昭 61年 2月 18日判例時報 1200号 161頁）、段ボール小
屋行政代執行妨害事件最高裁決定（最一小決平 14年 9月 30日刑集 56巻 7号 395頁）などが挙げられる。
17　 代表的なものとして、大谷『刑法講義各論〔新版第 2版〕』137-138頁が挙げられる。






































19　 弁護人加藤文也ほかの上告趣意（刑集 65巻 5号 625-811頁）。むろん、この様な主張が上告趣意で展開されていた
としても、従来の判例の立場を勘案すれば、主張が認められる見込みは低いと言えよう。
20　 県議会委員会妨害事件最高裁決定（最一小決昭 59年 3月 29日刑集 41巻 2号 140頁）。
21　 労組威力業務妨害事件最高裁判決（最二小判昭 28年 1月 30日刑集 7巻 1号 128頁）。


















は、競馬法 32条の 5などが挙げられる 27。





















25　 平野『刑法概説』188頁、大谷『刑法講義各論〔新版第 2版〕』139頁、山口『刑法各論〔第 2版〕』165頁、西田『刑法
各論〔第 5版〕』128頁などが挙げられる。
26　 この様な読み方を示すものとして、佐伯仁志「刑法各論の考え方・楽しみ方 第 8回 業務妨害罪」法学教室 No.363
（2010.12）90頁が挙げられる。
27　 その他の例としては、自転車競技法 64条、小型自動車競走法第 69条、モーターボート競走法第 76条が挙げられ、競馬
法 32条の 5中の「競馬」という箇所に各競走競技名が入るほか、いずれも法文構成は同一である。
28　 誹謗文書送付事件大審院判例（大審院判昭 11 年 5月 7日刑集 15巻 573 頁）、違法団体交渉事件最高裁判決（最二小
































































































































234 条）に問うことが認められるか否かというものであり、換言すれば、被告人 X の行った一連の行為
につき威力業務妨害罪を適用することが、「表現の自由」を保障する憲法 21 条 1 項に違反するか否かと
いう適用違憲の問題である。





































































































42　 Brandenburg v. Ohaio, 395 U. S. 444, 452-56（1969）において、「明白且つ現在の危険の基準」を最後まで擁護していたブ
ラック裁判官（Hugo La Fayette Black, 1886-1971）とダグラス裁判官（William Orville Douglas, 1898-1980）により放棄さ
れ、代わりに提唱された基準である。また、同基準の理解の仕方としては、「明白且つ現在の危険の基準」と、Masses 
Pub. Co. v. Patten, 244 Fed. 535（S.D.N.Y. 1917）において、ハンド裁判官（Learned Hand, 1872-1961）により提唱された
「直接煽動テスト」との合成と見る見方もある。例えば、阪本昌成『憲法理論Ⅲ』（成文堂 /1995）25頁などが挙げられ
る。














































44　 猿払事件最高裁判決（最大判昭 49年 11月 6日刑集 28巻 9号 393頁）。









































46　 原々審及び原審判決の事実認定において確認される被告人 X の言動に憤慨した保護者の男性 B による「大事な卒
業式だろ」などの怒鳴り声は、主として第三の対立利益を守ろうとするためになされたものであるようにも解され
よう。















































49　 長崎干拓事業妨害事件最高裁決定（最一小決昭 43年 3月 07日集刑 166号 387頁）、吹田事件最高裁決定（最一小決昭
47年 3月 16日集刑 183号 395頁）。















































































55　 立川自衛隊宿舎ビラ投函事件最高裁判決（最ニ小判平 20年 4月 11日刑集 62巻 5号 1217頁）、葛飾区マンション政治ビ





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成 15年 10月 23日　　











　なお、「入学式及び卒業式における国旗掲揚及び国歌斉唱の指導について」（平成 11年 10月 19
日付 11教指高第 203号、平成 11年 10月 19日付 11教指心第 63号）並びに「入学式及び卒業式
などにおける国旗掲揚及び国歌斉唱の指導の徹底について」（平成 10年 11月 20日付 10教指高










































































1処分の差止めの訴えについて行政事件訴訟法 37条の 4第 1項所定の「重大な損害を生ずるおそれ」
があると認められる場合
2公立高等学校等の教職員が卒業式等の式典における国歌斉唱時の起立斉唱等に係る職務命令の違
反を理由とする懲戒処分の差止めを求める訴えについて行政事件訴訟法 37条の 4第 1項所定の「重
大な損害を生ずるおそれ」があると認められた事例
3公立高等学校等の教職員が卒業式等の式典における国歌斉唱時の起立斉唱等に係る職務命令に基
づく義務の不存在の確認を求める訴えについていわゆる無名抗告訴訟としては不適法であるとさ
れた事例
4公立高等学校等の教職員が卒業式等の式典における国歌斉唱時の起立斉唱等に係る職務命令に基
づく義務の不存在の確認を求める訴えについて公法上の法律関係に関する確認の訴えとして確認
の利益があるとされた事例
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